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（2）逆日影・斜線制限 等高線図 

  

本図は各街区における建築可能高さを階数に換算し、等高線表記したもの。 

なお、スタディに当たっての条件は左記想定用途地域図他、以下の通り。 

＜スタディ条件＞ 

日影規制 左記想定による指定用途、容積率(案)に基づき、規制値を適用 

道路斜線 道路幅員については計画図に基づく壁面後退による緩和については加味していない 

階高 土地利用計画(案)に基づき以下の通り設定 

・住宅の階高：4.0m（1階）、3.0m（2 階以上） 

・商業施設、行政施設、大学の階高：4.5m 

地盤 区域全体をフラット（GL=±0）として想定 

 

※この図は、建築物の高さについて検討するために想定し
たものであり、決まったものではありません。 

■スタディ条件とした想定用途地域図 
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（3）建築物等の最高高さの検討 

①過年度に検討した「深沢地区事業推進専門委員会」資料よりシンボル道路沿道の空間イメージの検討資料抜粋 

（参考）シンボル道路沿道の空間イメージ 

 シンボル道路沿道街区に前記施設ボリュームの配置を想定すると、シンボル道路を中心に下記の都市空間が

形成される。（下図） 

－容積率 200％程度：最高高さ 20ｍ、Ｄ／Ｈ ＞１．０ 

－容積率 250％程度：最高高さ 30ｍ、Ｄ／Ｈ ＝１．０ 

－容積率 300％程度：最高高さ 30ｍ、Ｄ／Ｈ ＜１．０ 

 全てのケース（容積率 200～300％の範囲）において、沿道建物の高さは建築基準法の道路斜線をクリアし、

高さ 30ｍ以内に抑制することができる。 

 道路幅員と建物高さのバランス（D/H）は、容積率 200％で 1.0を超え、容積率 250％では 1.0となり快適な

空間を確保できる一方で、容積率 300％では 1.0 を下回るためやや圧迫感ある都市街路景観となると考えら

れる。 

■容積率 200％程度（建ぺい率 30～40％×6層）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■容積率 250％程度（建ぺい率 30～40％×7層）の場合 ■容積率 300％程度（建ぺい率 30～40％×8層）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②本ガイドラインでの考え方（シンボル道路＋壁面後退：28ｍの空間確保） 
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４．まちづくりガイドラインの運用について 

（1）まちづくりガイドラインによる規定項目（案）と遵守方策（案）について 

  
地区計画で

規制する項目
ガイドラインで
誘導する項目

・接道する道路や隣接建築物と一定の距離を保つ等、歩行者への圧迫感の配慮 景観計画 ○

・シンボル道路沿い：4.0ｍ
・ふれあいのみち沿い：1.0～2.0ｍ
・その他（一部を除く）：1.0～2.0ｍ

○

上層部の壁面後退 シンボル道路沿い ・建築物上層部の壁面後退による歩行者への圧迫感の軽減 ○

壁面後退部の仕上げ シンボル道路沿い
・歩きやすさ及びメンテナンスしやすさへの配慮
・落ち着いた色彩の統一
・歩道と連続的に利用可能な一体的な仕上げ

○

壁面の長さ
全エリア

（一部除く）
・適度な分節化 景観計画 ○

・歩行者から見える場所を積極的に緑化する等、緑を感じられる空間の創出
・壁面緑化や屋上緑化等の積極的な導入

○

・隣接地や公共空間との連続性に配慮した緑視効果の高い設え ○

シンボル道路沿い
・建築物の配置に応じた列植、群植、単木等によるリズミカルな緑化
・郷土種の選定

○

ふれあいのみち沿い
・中低木の連続的な配置による良好な緑空間の創出
・郷土種の選定

○

１階部の施設の配置 シンボル道路沿い ・店舗等の賑わい形成に寄与する施設の配置 ○

低層部のしつらえ シンボル道路沿い ・透過性の高い開口部（ガラス張りのショーウインドウ等）の設置等 ○

人の出入り口 シンボル道路沿い ・建築物の正面を向け、各敷地１か所以上の人の出入り口設置 ○

バリアフリー 全エリア
・施設内のバリアフリー及びユニバーサルデザインへの配慮
・道路や周辺施設との安全で円滑な移動への配慮

○

車の出入り口 シンボル道路沿い ・車の出入り口は極力設置不可 ○

連続した歩行者動線 シンボル道路沿い ・歩行者動線上には通行の支障となる構造物等の設置不可 ○

回遊性の向上 通路等空間の確保
シンボル道路沿い

ふれあいのみち沿い
・建物内部や建物間を歩行者が通り抜けできる通路の整備 景観計画 ○

周辺との調和 全エリア ・周囲から突出するような素材の使用は避け、周辺との調和を図る 景観計画 ○

色彩 全エリア
・基調色：色相がR、YR、Yの場合は彩度６以下、その他の色相は彩度３以下
・外壁の基調色：明度６以上
・工作物：建築物と調和した色彩

景観計画 ○

シンボル道路沿い ・地区のシンボルとなる美しい景観形成に寄与するデザイン性の配慮 ○

ふれあいのみち沿い ・歩行者の目を楽しませる意匠等の工夫 ○

建築物の最高高さ 全エリア ・31ｍ以下 ○

上層部のセットバック シンボル道路沿い ・上層部については低層部以上に壁面を後退 ○

工作物 全エリア
・建築物と調和した工作物の色彩
・大きなもの、派手なものは控え、まち並みや周辺環境との調和に配慮

景観計画 ○

駐車場 シンボル道路沿い ・駐車場や規模の大きな工作物の設置不可 ○

垣・柵 全エリア
・シンボル道路沿い：垣・柵設置不可
・その他：可能な限り高さを控え、植栽の内側に設置するとともに、生垣もしくは植栽を施した透
視可能なフェンス、ウッドフェンス等

景観計画（その他） ○

機械設備等 全エリア
・シンボル道路沿い：シンボル道路沿いを避けて設置
・その他：植栽や装飾等により目立たない工夫

景観計画（その他） ○

屋外広告物 全エリア
・自己用に限り必要最低限度の規模とし、周辺の山並みへの眺望や道路のビスタを保全
・周辺の環境と調和した素材、色彩
・屋上広告物設置不可

○

デザイン性の配慮

意匠

工作物等

遵守方策（案）

現計画・条例等での基準ガイドラインによる規定項目（案） ガイドラインによる規定内容（案）

壁面後退距離
全エリア

（一部除く）

全エリア
（一部除く）

緑化の工夫

配置、樹種等
開発事業基準条例

（生け垣、植栽の数）

緑化の推進都市空間

賑わい形成

圧迫感軽減

安全・安心

都市景観

高さ
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低炭素都市づくり取組指針に関する項目 

  

地区計画で
規制する項目

ガイドラインで
誘導する項目

全エリア
・シンボル道路沿い：先進技術を取り込んだ地区のモデルとなる環境配慮建築物
・ふれあいのみち沿い：積極的な環境配慮建築物
・その他：建築物の断熱化等省エネルギーに配慮した機器の導入

○

全エリア ・20%以上 ○

シンボル道路沿い ・30%以上目標 ○

接道緑化 シンボル道路沿い ・杜のような沿道景観を実現させるため、連続的かつ緑量を感じられる緑化
開発事業基準条例（商業：3/10以上、商

業以外：6/10以上）
○

質のよい緑化 全エリア
・緑陰効果に配慮した植栽配置
・高木、中木、低木、地被植物等をバランスよく配置

開発事業基準条例 ○

全エリア ・風の取り込みや採光に配慮した植栽及び建築物の配置 ○

シンボル道路沿い
ふれあいのみち沿い

・風の道に配慮した建築物等の配置
・屋上緑化や壁面緑化の導入
・水辺空間の創出
・EV充電システムやレンタサイクル等の導入など交通環境への配慮

○

シンボル道路沿い
ふれあいのみち沿い

・建物間のエネルギー融通やエネルギーマネジメントシステムの導入の検討、積極的な導入
・未利用エネルギーの活用の検討、積極的な導入

○

都市環境

緑化の推進

緑化面積率

環境に配慮した建築物

自然・風土への配慮

遵守方策（案）

集合住宅及び商業商務用途街区での取組み

エネルギー需要の大きい商業業務用途の街区
での取組み

開発事業基準条例（商業：1/10以上、商
業以外：2/10以上）

ガイドラインによる規定項目（案） ガイドラインによる規定内容（案） 現計画・条例等での基準

法、条例等での義務付け
条件

ガイドラインで
誘導する項目

建築物の断熱化 全エリア ・改正省エネルギー法に基づく省エネルギー基準を満たした建築物を建築します。 改正省エネルギー法

床面積300m2以上の建築
物は、新築・増改築等の
際、省エネ措置の届出と

定期報告が必要

○

エネルギー高効率利用機
器の導入

大街区 ・省エネルギー効果の高い機器（ヒートポンプ給湯器、コージェネレーション等）を導入します。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

建物間のエネルギー融通 商業・業務・行政 ・建物間で熱を融通したり、熱源設備を共同利用することで、効率的な熱供給に努めます。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

エネルギーマネジメント
システムの導入

商業・業務・行政
・エネルギー管理組織をつくり、地区におけるエネルギー使用量を把握し、適正なエネルギー利用
に努めます。

神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

自然採光、自然通風等の
活用

全エリア ・自然採光や自然通風など、自然エネルギーの直接利用による省エネルギーを導入します。 鎌倉市地球温暖化対策地域推進計画 推進計画で取組みを推奨 ○

再生可能エネルギー等の
活用

大街区 ・太陽光電池や太陽熱温水器など、自然エネルギーの変換利用による省エネルギーに努めます。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

未利用エネルギーの活用 商業・業務・行政 ・地中熱や河川、下水などの温度差エネルギーを利用した省エネルギーに努めます。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

遮熱や保水・透水性効果
が高い舗装材の選定

全エリア ・歩行空間及び車道等の暑熱環境を緩和します。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

植樹等による日陰の形成 全エリア ・日射の遮断や蒸発散作用等により気温の上昇を抑えます。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

風の道に配慮した通路、
緑地等の配置

全エリア
・緑化したオープンスペースや街路樹などを適正に配置し、建築物に遮られない風の通り道を確保
します。

神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

風の道に配慮した建築物
等の配置

大街区 ・風を遮らないよう、建築物の形状、建物間の間隔等に配慮した配置計画に努めます。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

宅地内の緑化 全エリア ・日陰の形成等につながる植樹をします。 景観計画、手続き基準条例 ○

屋上緑化・壁面緑化 大街区
・屋上・壁面に植栽した植物の蒸発散による潜熱を利用し、建築物表面温度の上昇を抑制に努めま
す。

神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

水辺空間の創出 大街区 ・憩いの場やクールスポット効果の高い、水辺空間の創出に努めます。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

自転車の利用環境整備 全エリア ・自転車道の整備や駐輪場の整備を行い、自動車利用から自転車利用への誘導を図ります。 鎌倉市地球温暖化対策地域推進計画 推進計画で取組みを推奨 ○

環境負荷の少ない交通手
段方策の導入

大街区
・EV充電システム、レンタサイクル、EVカーシェアリング等、環境負荷の少ない交通手段の利用促
進を図ります。

神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

環境負荷の少ない資材の
調達

全エリア ・製造/廃棄時にCO2排出量の少ない資材を使用します。 神奈川県地球温暖化対策推進条例
特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

工事におけるCO2排出量の

抑制
全エリア ・CO2排出量の少ない建設機械の使用や工法を選定します。 神奈川県地球温暖化対策推進条例

特定開発事業者は温暖化
対策計画を提出

○

廃棄物削減・紙類ごみの
減量

全エリア ・廃棄物の発生抑制に取り組むとともに、事業者等は紙類の使用量の削減に取り組みます。 鎌倉市地球温暖化対策地域推進計画 推進計画で取組みを推奨 ○

資源化・リサイクルの推
進

全エリア ・3R活動を推進するとともに、リサイクル製品を積極的に使用します。 鎌倉市地球温暖化対策地域推進計画 推進計画で取組みを推奨 ○

※「鎌倉市地球温暖化対策計画書制度」、神奈川県地球温暖化対策推進条例に基づく「神奈川県地球温暖化対策計画 」「特定開発事業温暖化対策計画書制度」において、‘環境配慮項目’ならびに‘温室効果ガス排出抑制のための措置’等の取組の水準として例示されているもの
を基準と見做して記載した。（神奈川県地球温暖化対策条例で「開発面積1ha以上で床面積が合計5,000㎡以上の建築物の開発行為を行おうとする特定開発事業者は、特定開発事業温暖化対策計画書の提出」が義務付けられている。）
これらの取組状況の確認については、建築確認申請、開発行為の申請時に許認可者が実施することが望ましい。ただし、大街区においては‘ガイドラインに基づきまちづくりの誘導を行う組織’が開発事業者等と低炭素の取組水準について協議調整することが望まれる。

廃棄物の発
生抑制

緑化の推進

交通環境への配慮

工事に係る配慮

暮らしや事業活
動に係る配慮

ガイドラインによる規定内容（案） 現計画・条例等での基準※

遵守方策（案）

建築物にお
ける環境へ

の配慮

ヒートアイ
ランド現象

の緩和

エネルギーの高
効率的活用

自然エネルギー
等の有効活用

地表面の改善

風の道への配慮

ガイドラインによる規定項目（案）
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（2）ガイドラインの運用とエリアマネジメントに関する事例 
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５．まちづくりガイドライン策定委員会について 

（1）目的 

・「鎌倉市深沢地区まちづくりガイドライン策定委員会」（以下「委員会」という。）は、鎌倉市深沢地区にあ

る市有地および東日本旅客鉄道株式会社鎌倉総合車両センター等を中心とする規則で定める区域のまちづ

くりの指針となる本ガイドラインの策定に関し、必要な事項を審議するものです。 

 

（2）委員構成 
・本委員会は、「鎌倉市深沢地区まちづくりガイドライン策定委員会条例」(以下、「条例」という)に基づい

て委嘱された 14名で組織されます。 

 

（3）委員会スケジュール 

本委員会の検討内容とスケジュールならびにガイドラインの公表時期は下記のとおり予定しています。 

  

 氏名 所属 

委員長 日端 康雄 慶応義塾大学名誉教授 

副委員長 佐土原 聡 横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院 教授 

委員 

浅井 宗男 深沢中央商店会長 

岩壁  孝 寺分町内会長 

内海  宰 上町屋町内会長 

大木  淳 公募市民 

神谷 裕直 ㈱計画工房 代表取締役 

窪田 亜矢 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 准教授 

小島 信行 西側権利者 

小西 正夫 西側権利者 

髙橋 伸行 西側権利者 鎌倉青果商業協同組合 

徳増 元治 公募市民 

福澤 健次 公募市民 

山井 照久 梶原町内会長 

図 委員会の検討内容とスケジュール 

（委員は五十音順に掲載） 
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（4）鎌倉市深沢地区まちづくりガイドライン策定委員会条例及び施行規則 
１）鎌倉市深沢地区まちづくりガイドライン策定委員会条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）鎌倉市深沢地区まちづくりガイドライン策定委員会条例施行規則 
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別図 


